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青森県のGDP ４兆３千億円(17年度）

●全国の０．８％（全国第３３位）
（国内総生産 516兆5，706億円）

青森県経済の今後の展望
●環境･エネルギー産業の創出と

研究開発拠点の形成
●FPD(液晶)産業拠点の整備

●食品加工など特性を生かした
地域産業の振興

●新幹線青森延伸による観光
振興

県内設備投資状況(19年度）
●全産業で71.0％増加

電力･製造業大企業が寄与

青森県経済の現状
●製造業のｳｴｲﾄが低く、輸出関連

企業が少ないため、全国に比べ
外需主導型の景気回復力は弱い。

●建設業が住宅建設の伸び悩みと
公共工事減少により不振。

●有効求人倍率(0.46倍、20年4月)は
全国最下位グループ。

青森県の経済活動別総生産（構成比、平成１７年度）

青森県の産業構造は農林水産業、建設業、政府サービスの割合が全国に比
べ高く、製造業の割合が全国の半分以下と極端に低いのが特徴となっている。



青森県の産業振興
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青森県の長期計画：「生活創造推進プラン」 （H16-20年度)

の重点プロジェクトに挙げられている三本柱

青森県の長期計画：「生活創造推進プラン」 （H16-20年度)

の重点プロジェクトに挙げられている三本柱

○ 「攻めの農林水産業」総合販売戦略プロジェクト

優位産業の農林水産業を伸ばす。安全･安心・高品質な県産品の販売促進。

○ あおもりツーリズム創造プロジェクト

観光産業振興プロジェクト。平成２２年・東北新幹線青森駅開業につなげる。

○ 青森型産業創造育成プロジェクト

フラットパネルディスプレイ関連産業や環境･エネルギー産業などの将来性

の高い先端型産業や食品加工など本県の地域特性を活かした地域産業の

振興により、青森県経済の新たな展開を図る。



○ 食料品生産

・ 青森県では米、果実、野菜、畜産物、水産物がバランスよく生産されており、国内有数の食料供給基地。

・ 全農林水産物の食料自給率は17年度実績で１１５％と全国（４０％）を大幅に上回っている。

※ 自給率１００％超の主要品目： 米（300％）、 野菜（241％）、 果実（494％）、 魚介類（277％）

・ 農林漁業生産額、関連製造業、飲食店、関連流通業を含めた生産額は１兆３千億円（青森県試算）に上る。

新幹線延伸 ・ 食料品生産
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○ 東北新幹線青森延伸（平成２２年青森駅開業）

移動時間の短縮 青森－東京 現行３時間５９分→開業時３時間２０分（将来値２時間３８分）

青森－仙台 現行２時間４４分→開業時１時間１０分（将来値 ５５分）

行動範囲･交流可能

人口の拡大（青森県試算）

青森市を基点に １時間圏 ２,００９千人 （ ４４．８％増加）

青森市を基点に ３時間圏 ２７,５５３千人 （２４８．２％増加）

旅客流動量の増加
（青森県試算）

ＪＲ１日あたり平均利用者数 (単位：人)

八戸開業前 八戸開業後 新青森開業時

八戸－盛岡間 特急 ７,６００

特急 ５,６００

新幹線１１,５００ 新幹線１５,０００

青森－八戸間 特急 ７,０００ 新幹線１１,０００

新幹線延伸の直接メリット



エネルギー産業の進展
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○ エネルギー担当相会合 『青森宣言』

Ｇ８＋中･印･韓 のエネルギー担当相会合（２０年 ６月７～８日） 『青森宣言』 において、

「原子力、再生可能エネルギーなどの活用によるエネルギー源の多様化は必要不可欠」 と確認

○ 原子力発電所

１７年１２月 東北電力･東通発電所１号機稼動

⇒ 青森県の電力自給率１００％超 （右図）

２０年 ５月 電源開発・大間発電所 着工

総工費 ４,７００億円

○ 幅広いアプローチ（Broader Approach）

・実施極： 日、欧

・実施地： 青森県六ヶ所村、茨木県那珂市

・総経費： ９２０億円を日、欧で半分ずつ負担

・計画期間： １０年間

・実施プロジェクト

① 国際核融合エネルギー研究センター（六ヶ所）

② 国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動（六ヶ所）

③ サテライト・トカマク（予備実験等の実施による支援）（那珂） －4－
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平成１９年度決算概要（単体PL）

単位：億円

その他業務利益 △3 △46 △43

当 期 純 利 益 47 12 △34
※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益

18年度 19年度 増減

業 務 粗 利 益 357 312 △45

（コア業務粗利益） 362 360 △1

資金利益 326 327 0

役務取引等利益 34 31 △2

（うち国債等債券損益） △5 △48 △43

経 費 272 272 △0

一般貸倒引当金繰入額 Ⅰ △18 △9 9

業 務 純 益 103 48 △54

（コア業務純益） 89 88 △1

臨 時 損 益 △15 △12 3

不良債権処理額 Ⅱ 39 18 △21

（与信費用 Ⅰ＋Ⅱ） 21 8 △12

株式等損益 10 8 △1

退職給付費用 △12 9 22

経 常 利 益 87 36 △51

特 別 損 益 △7 △7 0

＜前期比＞

貸出金利息 ＋19億円

有価証券利息 ＋7億円

預金等利息 ＋31億円

＜前期比＞

貸出金利息 ＋19億円

有価証券利息 ＋7億円

預金等利息 ＋31億円

＜前期比＞
人 件 費 △0.4億円
物 件 費 ＋0.8億円

＜前期比＞
人 件 費 △0.4億円
物 件 費 ＋0.8億円

破綻懸念先引当率の低下

債権売却損の減少

破綻懸念先引当率の低下

債権売却損の減少

－5－

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

損失処理額

ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ関連 15億円

その他CDO 32億円

損失処理額

ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ関連 15億円

その他CDO 32億円



コア業務純益増減要因
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（単位：億円）

経 費

０．１億円減少

経 費

０．１億円減少

投資信託 △1.4投資信託 △1.4
+31.9

平残増加（+145億円）効果 +0.3
利回上昇（+0.16%）効果 +31.6

平残増加（+145億円）効果 +0.3
利回上昇（+0.16%）効果 +31.6

平残増加（+162億円）効果 +3.6
利回上昇（+0.13％）効果 +16.3

平残増加（+162億円）効果 +3.6
利回上昇（+0.13％）効果 +16.3

コア業務純益
前期比 △１．８億円

コア業務純益
前期比 △１．８億円

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

△効果△効果＋効果＋効果



役務取引等利益 前期比 △２．６億円 金融商品販売手数料等の減少役務取引等利益 前期比 △２．６億円 金融商品販売手数料等の減少

役務取引等利益

18年度
５９．６
億円

△0.5

△2.0
△0.0 △0.2

19年度
５６．９
億円

為
替
手
数
料
減
少

金
融
商
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窓
販
減
少

Ｅ
Ｂ
・Ａ
Ｔ
Ｍ
関
連
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そ
の
他
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減
少

＜前期比＞
役務取引等収益 △２７４百万円

うち
・金融商品窓販 △２００百万円

（ 投資信託 △１４２百万円）
・ＥＢ・ＡＴＭ関連 △３百万円

（ ＥＢ手数料 ＋３９百万円）
（ ＡＴＭ開放手数料 △４０百万円）

＜前期比＞
役務取引等収益 △２７４百万円

うち
・金融商品窓販 △２００百万円

（ 投資信託 △１４２百万円）
・ＥＢ・ＡＴＭ関連 △３百万円

（ ＥＢ手数料 ＋３９百万円）
（ ＡＴＭ開放手数料 △４０百万円）
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減
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+0.１ △0.0

18年度
２５．２
億円

支
払
保
証
料
減
少

そ
の
他
費
用
減
少

団
信
保
険
料
増
加

為
替
手
数
料
増
加

役
務
取
引
等
収
益
の
増
減

役
務
取
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の
増
減

役務利益
３４．４億円

役務利益
３４．４億円

役務利益
３１．８億円

役務利益
３１．８億円

＜前期比＞

役務取引等費用 △１８百万円

＜前期比＞

役務取引等費用 △１８百万円
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（単位：億円）

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況
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経費 前期比 △０．１億円 人件費、物件費ともにほぼ横這い経費 前期比 △０．１億円 人件費、物件費ともにほぼ横這い

272272275
270

337

200

225

250

275

300

325

350

10年度 16年度 17年度 18年度 19年度

億円

経 費

125
125

128

131

1,451人

1,424人1,418人

1,446人

100

120

140

160

16年度 17年度 18年度 19年度

1,300

1,400

1,500
億円 人

124

131

133
134

100

110

120

130

140

16年度 17年度 18年度 19年度

億円

【 経 費 】

ピーク比
６５億円削減

ピーク比
６５億円削減

【人件費、人員（出向者除き期中平均）】

【 物 件 費 】
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14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

収益・効率性指標は低下 貸出金利回の上昇を上回る預金等利回の上昇収益・効率性指標は低下 貸出金利回の上昇を上回る預金等利回の上昇

収益・効率性指標

【 預貸金利鞘 】

預金等利回り0.050.05

1.471.47

0.700.70

2.232.23 2.272.27

1.371.37

0.260.26

0.640.64

経 費 率

預貸金利鞘

％
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0.45
0.42 0.42 0.41

12.51
11.65 11.31 10.73
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《ＲＯＡ》：％ 《ＲＯＥ》：％

Ｒ Ｏ Ａ
（ｺｱ業務純益ﾍﾞｰｽ）
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総資金利鞘 《ＯＨＲ》：％

貸出金利回り

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

0.040.04

1.431.43

0.710.71

2.182.18

0.040.04

1.371.37

0.810.81

2.222.22

0.030.03

1.391.39

0.720.72

2.152.15

0.100.10

1.381.38

0.660.66

2.142.14

Ｒ Ｏ Ｅ

（ｺｱ業務純益ﾍﾞｰｽ）



与信費用推移
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与 信 費 用
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100

50

億円 ％

与信費用比率の低下 不良債権処理額の減少与信費用比率の低下 不良債権処理額の減少
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16年度 17年度 18年度 19年度

与信費用 ７，１７８ ５，６７０ ２，１４５ ８７１

不良債権処理額 ６，１１５ ８，４９９ ３，９９２ １，８０１

一般貸倒引当金 １，０６３ △２，８２８ △１，８４６ △９２９

単位：百万円

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

１１担保下落

△１９破綻懸念先引当率低下

１債権売却損

２５ランクダウンなど

単位：億円

不良債権処理額の主な要因

与
信
費
用
比
率

貸
出
金
平
残
・
与
信
費
用



企業再生支援・不良債権の最終処理促進により金融再生法開示債権比率は４％台まで改善企業再生支援・不良債権の最終処理促進により金融再生法開示債権比率は４％台まで改善

引当基準

要管理
債権

要管理債権

以下先合計

61.9%

81.3%
貸倒実績率

に基づき

引当

正常債権

金融再生法開示債権

破産更生
債権及び
これらに
準ずる
債権

Ⅲ、Ⅳ分類に

対し１００％

の償却・引当

Ⅲ分類に対し

予想損失率

に基づき引当

開示債権 保全率

100%

81.8%危険債権

不良債権の状況

金融再生法開示債権

414
436

194
136153

392

141 136
133

5 .36 5 .32

4 .64
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破産更
生等債
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危険債
権

要管理
債権

開示債
権比率

億円 ％

－11－

平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

750 726
662



－12－

＊シェアは、ゆうちょ銀行を除く

第１２次中期経営計画（Setp up Plan 12th）の進捗状況
平成１９年度決算状況平成１９年度決算状況

平成１８年度
実績

平成１９年度
実績

８９億円８９億円

７５．２１％７５．２１％

５．４１％５．４１％

３６．８％３６．８％

３４．６％３４．６％

８８億円８８億円

７５．５８％７５．５８％

４．６８％４．６８％

３６．６％３６．６％

３５．１％３５．１％

１００億円以上１００億円以上

７０％台前半７０％台前半

４％前半４％前半

４０％以上４０％以上

４０％以上４０％以上

平成２１年度
計画

コア業務純益

修正OHR

不良債権比率

県内貸出金シェア

県内預金シェア

○ 市場金利など外部環境の影響もあり、コア業務純益、ＯＨＲは現状では目標未達の状況。
○ 不良債権比率（リスク管理債権比率）については、順調に低下している。
○ 県内預貸金シェアについては、引き続きシェア拡大を目指す。

○ 市場金利など外部環境の影響もあり、コア業務純益、ＯＨＲは現状では目標未達の状況。
○ 不良債権比率（リスク管理債権比率）については、順調に低下している。
○ 県内預貸金シェアについては、引き続きシェア拡大を目指す。



平成２０年度収益計画（単体）

単位：億円

その他業務利益 △46 △4 42

当 期 純 利 益 12 36 23

１９年度

実 績

２０年度

計 画
増減

業 務 粗 利 益 312 357 44

（コア業務粗利益） 360 362 1

資金利益 327 326 △0

役務取引等利益 31 34 3

（うち国債等債券損益） △48 △5 42

経 費 272 273 0

一般貸倒引当金繰入額 Ⅰ △9 △1 8

業 務 純 益 48 84 35

（コア業務純益） 88 89 1

臨 時 損 益 △12 △20 △8

不良債権処理額 Ⅱ 18 11 △7

（与信費用 Ⅰ＋Ⅱ） 8 10 1

株式等損益 8 5 △3

退職給付費用 9 11 2

経 常 利 益 36 63 27

特 別 損 益 △7 △1 5

＜前期比＞
貸出金利息 ＋7億円
有価証券利息 △7億円
預金等利息 ＋3億円

＜前期比＞
貸出金利息 ＋7億円
有価証券利息 △7億円
預金等利息 ＋3億円

－13－

平成２０年度収益計画平成２０年度収益計画

＜前期比＞
人 件 費 ＋9億円
物 件 費 △8億円

＜前期比＞
人 件 費 ＋9億円
物 件 費 △8億円

新規引当の減少

担保下落分の減少

新規引当の減少

担保下落分の減少

減損処理額の減少減損処理額の減少



経 営 戦 略



店舗戦略①
経営戦略経営戦略

－14－

店舗数推移

Ｈ１９/３末 Ｈ２０/３末 H２２/３末

店舗数 １１１ １１０ １００程度

ﾌﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ １０６ ８７ ８０程度

個人特化店 ５ ２３ ２０程度

八 戸 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ５店舗

八 戸 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ５店舗

青 森 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ７店舗

店舗統廃合 １店舗

青 森 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ７店舗

店舗統廃合 １店舗

弘 前 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ５店舗

弘 前 市

個人特化店移行店舗数

１９年度実績 ５店舗

む つ 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

む つ 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

十 和 田 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

十 和 田 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

五 所 川 原 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

五 所 川 原 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 ２店舗

平 川 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 １店舗

平 川 市

個人特化店移行店舗数

２０年度 １店舗

Ｈ２２／３末以降も店舗の統廃合、個人特化店への移行を継続

マーケットに応じた店舗展開
～個人特化店の展開と事業性融資業務集約化の促進～

マーケットに応じた店舗展開
～個人特化店の展開と事業性融資業務集約化の促進～



店舗戦略②
経営戦略経営戦略

店舗レイアウトの変更、営業体制の再構築による相談業務の強化店舗レイアウトの変更、営業体制の再構築による相談業務の強化

店舗レイアウトの変更

－15－

店舗レイアウトの変更
「おもてなしの空間」を提供

新「佃支店」（19年10月移転新築ｵｰﾌﾟﾝ）弘前支店（19年11月改装ｵｰﾌﾟﾝ）

営業体制の再構築営業体制の再構築

三母店（本店、弘前支店、八戸支店）の営業２部制

内部業務部門と融資業務部門の執行機能の強化

営業第一部 （内部事務、渉外、個人ローンなど）

営業第二部 （融資業務全般）

地域における中核店舗としての機能強化

三母店（本店、弘前支店、八戸支店）の営業２部制

内部業務部門と融資業務部門の執行機能の強化

営業第一部 （内部事務、渉外、個人ローンなど）

営業第二部 （融資業務全般）

地域における中核店舗としての機能強化

「パーソナルプラザ」の展開

佃支店（青森市）、三日町支店（八戸市）の２店舗における

① 休日相談会の実施、セミナールーム等の開放

② 予約制による営業時間外相談受付の実施

個人特化店における相談業務の強化

「パーソナルプラザ」の展開

佃支店（青森市）、三日町支店（八戸市）の２店舗における

① 休日相談会の実施、セミナールーム等の開放

② 予約制による営業時間外相談受付の実施

個人特化店における相談業務の強化



6,6506,588

6,830

6,588

3,316 3,329 3,290
3,336

2,739
2,993 3,194

3,3482.15

2.27

2.14

2.28

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

17年度 18年度 19年度 20年度計画

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

一般貸出金 個人ローン 公共貸出金 貸出金利回

6,000

7,000

一般貸出金、個人ローンの増強により、総貸出金は増加計画一般貸出金、個人ローンの増強により、総貸出金は増加計画

貸出金計画

億円 ％

12,886億円12,886億円 12,911億円12,911億円 13,073億円13,073億円
13,335億円13,335億円

総貸出金総貸出金

－16－

経営戦略経営戦略

（平残）



法人営業戦略①

マーケット・業種に応じた営業体制、県外地区への攻めの営業マーケット・業種に応じた営業体制、県外地区への攻めの営業

経営戦略経営戦略

●仙台推進チームの設置（１９年４月、３名配置）
１９年度（年間）実績 ２５先 ５０億円の獲得実績

●盛岡推進チームの設置（１９年１０月、２名配置）
１９年度（半期）実績 １３先 ６億円の獲得実績

●東京支店におけるシンジケートローンの増強

県内マーケット 県外マーケット

人材の育成
・審査・融資推進トレーニーによる融資
能力の強化（審査部・法人部での実践研修）

推進体制の見直し
・中核店舗への事業性融資業務集約に
よる効率的な推進体制の構築

顧客接点の強化
・ソリューション営業の強化
・情報集約体制の強化

業種別営業体制
・医療・ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽへの取組み強化
・本部内における業種担当者の設置

取組み

県外貸出金　期中平残推移

400
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16年度 17年度 18年度 19年度

県外計

ｳﾁ東京

億円 仙台支店・盛岡支店　期中平残推移

50

70

90

110

130

150

170

190

210

230

250

16年度 17年度 18年度 19年度

仙台
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法人営業戦略②

多様な法人ニーズに対応したソリューション営業の展開多様な法人ニーズに対応したソリューション営業の展開

－18－

経営戦略経営戦略

事業承継分野への取り組み事業承継分野への取り組み北東北三行ネットビックス活動北東北三行ネットビックス活動

地域との連携、ベンチャー育成地域との連携、ベンチャー育成

●県内大学等との連携協力協定
地域における産業の育成、ベンチャービジネス
の育成支援（１９年度４校と締結）

●地域ファンドへの参加（１９年６月）
ファンドへの出資を通したベンチャー企業の支援

●青森県との合同展示商談会の開催（２０年２月）
「青森の正直」展示商談会の開催

青森銀行青森銀行

岩手銀行岩手銀行秋田銀行秋田銀行

県域を越えたビジネスチャンス創出の支援

第１回
（H15.11岩手県）

第２回
（H16.10青森県）

第３回
（H17.10秋田県）

第４回
（H18.11東京都）

第５回
（H19.11東京都）

出展企業数
１１９社
９団体

１３６社
１１団体

１５４社
１２団体

１０４社
１団体

１０５社

商談件数 ３５８件 ４１８件 ５４６件 ３６８件 ５４８件

成約件数
(翌年3月末現在)

１２２件 １０６件 １５７件 ８４件 １１４件

【具体的活動】
・ビジネス商談会開催
・売掛債権流動化スキームの開発
・商材斡旋、企業進出、M&A等の企業

ニーズへの対応

ビジネス商談会実績（３行合算）

顧客とのリレーションツールとしての積極的活用顧客とのリレーションツールとしての積極的活用

当行取引先（県内）企業のうち、純資産

５億円以上の企業１２９社への提案活動

当行取引先（県内）企業のうち、純資産

５億円以上の企業１２９社への提案活動

●事業承継セミナーの開催（２０年４月）

●法人部内に専担者を配置

●外部機関との連携強化



法人営業戦略③

－19－

経営戦略経営戦略

医療・介護分野の強化医療・介護分野の強化
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16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末

0
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90

医療全体

ｳﾁ福祉関連

億円 億円

医療・福祉関連融資 期末残高

アグリビジネスの強化アグリビジネスの強化

＜推進体制＞
・外部からの農業専門の人材登用
・各種関係機関との提携

１９年４月 「青森県配合飼料価格安定基金協会」
と提携した畜産業者向けつなぎ融資制度
の取扱開始

１９年１１月「農林漁業公庫」との提携ローンの
取扱開始

医療・介護分野、アグリビジネスの強化医療・介護分野、アグリビジネスの強化

＜推進体制＞

・医療・介護事業コンサルティングチームによる

案件組立支援指導とお客さまへの直接訪問

・お客さまセミナー、行員セミナーの実施

・事業者向け情報の定期的発行

・「診療圏分析サービス」によるお客さまへの

情報提供

米 りんご 野菜 畜産 合 計

平成18年 589 730 653 704 2,885

青森県農業産出額（億円）

畜産業者の大型化に伴う資金需要への対応

⇒ＡＢＬ等を活用した畜産業者への取り組み強化

青森県内肉牛飼養頭数（左軸）/一戸当り頭数
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個人営業戦略（個人ローンの推進）

住宅ローン増強を中心とした個人ローン全体の底上げ住宅ローン増強を中心とした個人ローン全体の底上げ

個人ローン（平残）

3,336
3,290

3,3293,316

2,859 2,898 2,897
2,966

2,000

2,250
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3,000
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17年度 18年度 19年度 20年度

億円

計画

青森県内住宅着工件数

6,1397,5747,558

8,971

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

16年 17年 18年 19年

件
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経営戦略経営戦略

顧客属性に応じた弾力的な
金利優遇商品などの取扱い

時間外営業、休日ローン相談会の実施
・県内８ヶ所における休日ローン相談会の開催
・県庁・市庁等の店舗における時間外ローン相談会の開催

ローンプラザ（県内３ヶ所）における
効率的な推進（業者、職域営業）

非対面チャネルの充実
（インターネット、メールオーダーの拡充）

推
進
体
制

うち住宅ﾛｰﾝ



個人預り資産（残高）

397

525 614

714232
260
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315
618 641
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899

1,376

1,516

1,936個人預金（平残）
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13,818

13,65913,697
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13,000

13,500

14,000

14,500

17年度 18年度 19年度 20年度

億円

個人営業戦略（個人金融資産の推進）①

億円

個人預金・預り資産を含めた個人金融資産の増強個人預金・預り資産を含めた個人金融資産の増強

富裕層、団塊の世代への推進強化
（顧客別担当者制による管理強化）

インストラクターチームによるセールス指導
19年度勉強会・ｾﾐﾅｰ開催
延べ712店舗、2,559名参加

営業店相談コーナー、ローカウンター
の整備（県内店はほぼすべての店舗で実施済）

優良属性先（公務員等）、年金受給者等
への推進強化

推
進
体
制
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経営戦略経営戦略

計画 計画



個人営業戦略（個人金融資産の推進）②

個人預り資産販売体制の強化個人預り資産販売体制の強化

－22－

経営戦略経営戦略

投資信託販売額の推移
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販売金額 販売件数

郷土愛追加

サブプライム

問題顕在化

ベスタ導入

投信システム稼動

グロハイ、セッショ

ン、季節点描、世

界の大家、3兄弟

追加

億円 件数

金商法施行

２０ 年 度

投 資 信 託

販売額計画

２６０ 億円

＜投資信託残高対

個人預金残高比率＞

２０年３月末 ４．６％

１０％台を目標

＜投資信託残高対

個人預金残高比率＞

２０年３月末 ４．６％

１０％台を目標

行内資格制度「マネーカウンセラー」の運用開始
（２０年８月より段階的に開始）

資産運用相談の専担者として、県内１８ヶ店に２０名程度
を配置 ⇒ 資格保有者の拡大、上級レベル資格制度の

新設を順次実施

行内資格制度「マネーカウンセラー」の運用開始
（２０年８月より段階的に開始）

資産運用相談の専担者として、県内１８ヶ店に２０名程度
を配置 ⇒ 資格保有者の拡大、上級レベル資格制度の

新設を順次実施

行内資格制度の運用行内資格制度の運用

●新ファンドの追加（２０年５月）
ﾆｯｾｲ高金利国債券ﾌｧﾝﾄﾞ、世界銀行債券ﾌｧﾝﾄﾞ、
HSBCｲﾝﾄﾞ株式ファンドの３ﾌｧﾝﾄﾞを新たに追加

●投信システムの活用による顧客管理、リピーター獲得
に向けた取り組み強化

●ライフプランシミュレーションの本部集中作成による
販売推進強化

●新ファンドの追加（２０年５月）
ﾆｯｾｲ高金利国債券ﾌｧﾝﾄﾞ、世界銀行債券ﾌｧﾝﾄﾞ、
HSBCｲﾝﾄﾞ株式ファンドの３ﾌｧﾝﾄﾞを新たに追加

●投信システムの活用による顧客管理、リピーター獲得
に向けた取り組み強化

●ライフプランシミュレーションの本部集中作成による
販売推進強化

販売商品、推進ツールの拡充販売商品、推進ツールの拡充



地公体 比率 地公体 比率 地公体 比率

18/3末 13,604 3,151 23.1% 5,972 1,378 23.0% 19,577 4,529 23.1%
19/3末 13,301 3,050 22.9% 6,212 1,101 17.7% 19,514 4,151 21.2%
20/3末 13,908 3,581 25.7% 5,984 1,133 18.9% 19,893 4,715 23.7%

貸出金 有価証券
貸出金＋
有価証券
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（単位：億円）

経営戦略経営戦略

地公体取引採算向上に向けた取り組みを強化地公体取引採算向上に向けた取り組みを強化

貸出金・有価証券残高（末残）に占める地公体比率推移

人口：住民基本台帳(19.8.31現在)
財政規模：平成18年度「歳入総額」決算額

市町村数 人口 財政規模

当行 31(77.5%) 135万人(93.5%) 5,516億円(91.1%)

その他 9(22.5%) 9万人(6.5%) 535億円(8.9%)

合計 40(100.0%) 144万人(100.0%) 6,052億円(100.0%)

指定金融機関状況（平成20年3月31日現在）

● 手数料有料化交渉の強化
口座振替手数料、派出手数料等の有料化および
引き上げによる適正収益の確保

● 店舗外ＡＴＭ、派出の削減

● 総合的な取引採算を考慮した、地公体貸出金
金利体系の見直し

● 手数料有料化交渉の強化
口座振替手数料、派出手数料等の有料化および
引き上げによる適正収益の確保

● 店舗外ＡＴＭ、派出の削減

● 総合的な取引採算を考慮した、地公体貸出金
金利体系の見直し

取引採算向上に向けた取り組み取引採算向上に向けた取り組み

官公庁退職一時金振込指定状況（１９年度）

件数 金額

905 19,337

（単位：件、百万円）

※振込金額５００万円以上

地公体戦略



米国住宅価格の下落

サブプライムローン問題

信用収縮

流動性低下

証券化商品（サブプライム

ローン関連、その他ＣＤＯなど）

の大幅な価格下落

多額な損失処理額の発生

米国住宅価格の下落

サブプライムローン問題

信用収縮

流動性低下

証券化商品（サブプライム

ローン関連、その他ＣＤＯなど）

の大幅な価格下落

多額な損失処理額の発生

市場運用戦略①

サブプライムローン問題の反省を踏まえた分散投資の再構築サブプライムローン問題の反省を踏まえた分散投資の再構築
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経営戦略経営戦略

米国住宅価格の下落

サブプライムローン問題

信用収縮

流動性低下

証券化商品（サブプライム

ローン関連、その他ＣＤＯなど）

の大幅な価格下落

多額な損失処理額の発生

米国住宅価格の下落

サブプライムローン問題

信用収縮

流動性低下

証券化商品（サブプライム

ローン関連、その他ＣＤＯなど）

の大幅な価格下落

多額な損失処理額の発生

証券化商品損失処理額（１９年度実績）

損失処理額

（通期） うち減損額 うち売却損

サブプライム関連 １５億円 １０億円 ５億円

その他ＣＤＯ ３２億円 ２７億円 ５億円

合 計 ４７億円 ３７億円 １０億円

証券化商品に
ついては３０％
以上下落した
ものはすべて

減損処理を実施

証券化商品に
ついては３０％
以上下落した
ものはすべて

減損処理を実施

投資環境に応じた分散投資の推進と投資対象の取捨選択の実施投資環境に応じた分散投資の推進と投資対象の取捨選択の実施

※（ ）は有価証券平残に占めるシェア

投資信託
（３．７％）

投資信託
（３．７％）

株式
（６．２％）

株式
（６．２％）

外国証券
（１０．３％）

外国証券
（１０．３％）

国内債券
（７９．８％）

国内債券
（７９．８％）

１９年度実績

投資信託
（４．４％）

投資信託
（４．４％）

株式
（６．２％）

株式
（６．２％）

外国証券
（１０．３％）

外国証券
（１０．３％）

国内債券
（７９．１％）

国内債券
（７９．１％）

２０年度計画

●「国内債券」部門にウェイトを

置いた運用の継続による

安定的な収益確保

●非金利リスク資産への投資に

おける個別商品毎の限度枠

設定によるリスク管理の強化

●ＣＤＯへの新規投資は

実施しない方針

●「国内債券」部門にウェイトを

置いた運用の継続による

安定的な収益確保

●非金利リスク資産への投資に

おける個別商品毎の限度枠

設定によるリスク管理の強化

●ＣＤＯへの新規投資は

実施しない方針



有価証券運用(平残)

4,731
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国内債券 外国証券 株式 投資信託

6,1546,030
5,848

5,422

億円

5,983

計画

市場運用戦略②

有価証券評価損益

129

116

170

19

△ 60

△ 10

40

90

140

190

16年度 17年度 18年度 19年度

株式 債券 その他 評価損益合計

億円

有価証券運用利回

1.14%

1.28%

1.37%

1.23%

1.29%

1.00%

1.05%

1.10%

1.15%

1.20%

1.25%

1.30%

1.35%

1.40%

17/3期 17年度 18年度 19年度 20年度
計画
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経営戦略経営戦略

債券の期間別償還予定額

0

1,000

2,000

3,000

1年以内 1～5年以内 5～10年以内 10年超

16年度 17年度 18年度 19年度

億円

ポートフォリオ指数 １７年度 １８年度 １９年度

円建債券平均残存期間（年） 4.500

3.247

△1,729

4.584

円建修正デュレーション（年）

4.694

2.641 2.653

10ＢＰＶ（百万円） △1,451 △1,457

市場運用の強化による収益力の向上とリスク管理の高度化市場運用の強化による収益力の向上とリスク管理の高度化
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利鞘改善への取り組み
経営戦略経営戦略
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貸出金利回

預金等利回

預貸金利鞘

有価証券利回

48.5%

24.7%

21.0%

5.8%
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16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

計画

金利情勢に対応した利鞘改善への取り組みが課題金利情勢に対応した利鞘改善への取り組みが課題

資金利益推移利回り・利鞘推移

預貸金（円貨建）の構造（20年3月末）

流動性

定期性
（6ヶ月以内)

定期性（6ヶ月
超1年以内)

定期性
(1年超)

28.1%

15.1% 12.9%

22.0%

21.9%

変動金利
(短ﾌﾟﾗ・長ﾌﾟﾗ連動)

短期貸出金等市場連動・
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出

住宅ローン
金利選択固定

固定金利

％

＜２０年度計画 金利シナリオ 前提条件＞
O/N金利は0.50％近辺にて推移（利上げなし）

利鞘改善に向けた取り組み

● 公共貸出金の金利体系の見直し

金利情勢に応じた金利更改期間の見直し

● 流動性預金比率の向上

個人預金を中心とした流動性預金の増強

● 適正な貸出金利の確保

ガイドライン金利との乖離幅縮小
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経営資源の有効活用
経営戦略経営戦略

●２０年度は、関連会社業務の銀行本体移管
による業務委託費の減少や店舗外ＡＴＭ台数
の削減などにより、１９年度比▲９億円の削減

●システム関連費用等の増加により、２０年度
以降ではシステム共同化移行時の２１年度が
物件費のピークとなるが、２２年度から減少
し、２３年度ではピーク比６億円減少見込み

●現在進めている店舗統廃合や効率的な
システム投資などにより、さらに削減を進める

物件費の削減

ローコストオペレーションに向けた取り組みローコストオペレーションに向けた取り組み

110

115

120

125

130

135

1 7 年度 1 8 年度 1 9 年度 2 0 年度 2 1 年度 2 2 年度 2 3 年度

見込み

物件費推移見込み 単位：億円

システム共同化

・２０年５月現在参加行１３行（当行は２１年５月
稼動予定）

・共同運営による運営コストの削減、規制対応
などのシステム投資負担減少

・参加行における地域を越えた連携
投資信託商品の共同開発（ﾍﾞｽﾀ・６資産ﾌｧﾝﾄﾞ）

ＡＴＭ網の見直し

・重複地域などを中心に店舗外ＡＴＭ網の見直し
を図り、１９～２０年度にかけて２９台の廃止を
決定。代替手段として、コンビニＡＴＭ（イーネッ
ト）の増設などによるＡＴＭ網の維持を図る

・みちのく銀行とのＡＴＭ共同化を実施（２０年５月
に１２台を共同化）

関連会社の再編

●関連会社を含めた、グループ

全体でのリスク管理強化

●銀行本体への業務集中化に

よる業務の効率化

●関連会社を含めた、グループ

全体でのリスク管理強化

●銀行本体への業務集中化に

よる業務の効率化

青銀スタッフサービス㈱（人材派遣業務）

の解散および業務の本体移管（２０年３月）

青銀スタッフサービス㈱（人材派遣業務）

の解散および業務の本体移管（２０年３月）

青銀ビジネスサービス㈱（事務代行業務）

における業務の一部本体移管（２０年３月）

青銀ビジネスサービス㈱（事務代行業務）

における業務の一部本体移管（２０年３月）

青銀不動産調査㈱（担保不動産の調査業務）

の解散および業務の本体移管（２０年６月予定）

青銀不動産調査㈱（担保不動産の調査業務）

の解散および業務の本体移管（２０年６月予定）

連結対象子会社は

９社から７社に

連結対象子会社は

９社から７社に



先数（経営改善支援取組先） 先数（ランクアップ・ダウン先）

貸出資産の健全化に向けた取り組み

企業支援室による再生支援企業支援室による再生支援

企業再生支援、不良債権の最終処理による与信費用の減少企業再生支援、不良債権の最終処理による与信費用の減少
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経営戦略経営戦略
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残高 取引先数

債務者区分要管理以下先で与信残高
10億円以上の先の残高、先数経営改善支援取組み先と

ランクアップ・ダウン先数

事業再生案件実績事業再生案件実績

１９年度 再生手続完了案件実績 ４件
中小企業再生支援協議会の機能活用による再生案件 ２件
ＲＣＣの調整機能を活用した再生案件 １件
ＤＥＳ・ＤＤＳを活用した再生案件 １件

当行初となるＤＥＳ・ＤＤＳを活用した事業再生
地元企業に対し、総額約２６億円の
金融支援を実施



債務者区分の遷移

(単位：億円)

《与信額ベース、億円》 破綻懸念以下

債務者区分 与信額 正常先 要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他 への劣化比率

正常先 5,054 4,660 165 9 24 3 3 188 0.61% 205

要注意先 818 110 640 11 20 9 6 19 4.44% 110 48

要管理先 233 16 10 152 35 10 5 2 22.04% 26 51

破綻懸念先 374 0 50 13 268 25 7 9 64 32

実質破綻先 191 0 0 2 5 124 2 56 7 2

破綻先 72 0 0 0 2 0 51 18 2

合　計 6,744 4,786 867 189 355 173 76 294 211 340

１
９
年
３
月
末

２０年３月末
良化 劣化

（単位：先）

《債務者数ベース、先》 破綻懸念以下

債務者区分 先数 正常先 要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 その他 への劣化比率

正常先 1,633 1,477 93 4 8 4 3 44 0.92% 112

要注意先 388 45 301 4 15 5 7 11 6.96% 45 31

要管理先 50 2 3 35 3 5 1 1 18.00% 5 9

破綻懸念先 119 0 4 2 84 18 4 7 6 22

実質破綻先 62 0 0 1 2 43 3 13 3 3

破綻先 30 0 0 0 2 0 17 11 2

計 2,282 1,524 401 46 114 75 35 87 61 177

１
９
年
３
月
末

２０年３月末
良化 劣化

※ 対象先は与信額５０百万以上の法人及び個人企業
その他は、全額回収・返済・最終処理 等

債務者区分のランクアップ先数６１先／対象金額２１１億円債務者区分のランクアップ先数６１先／対象金額２１１億円
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資本配賦運営計画

761

485

56

317

172

310

103

119

0

200

400

600

800

1,000

1,200

基準自己資本 配賦可能資本 リスク資本

TierⅠ

TierⅡ

ＴierⅠ範囲内でのリスク量管理による経営の健全性確保ＴierⅠ範囲内でのリスク量管理による経営の健全性確保

20年3月末基準
合計1,079億円

20年3月末基準
合計1,079億円

バッファー資本
（リスクアセットの2％）

20年度計画
485億円

20年度計画
485億円

信用リスク

市場リスク

オペリスク

信用リスク 市場リスク オペリスク

■保有期間 １年

■信頼区間 99％

※20年度より個人

ﾛｰﾝを含む

■保有期間 3ヶ月
（政策投資株 1年）

■信頼区間 99％

■基礎的手法

億円

繰延税金資産
相当額



自己資本比率推移

12.37

13.02

9.98

8.828.82

8.17
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7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0

13.5

18/3末 19/3末 20/3末

自己資本比率 TierⅠ比率

自己資本比率

２０年３月末自己資本比率１２．３７％ （前年末比▲０．６５％）
劣後ローン返済等により前年比低下するが、依然として高い水準を維持

２０年３月末自己資本比率１２．３７％ （前年末比▲０．６５％）
劣後ローン返済等により前年比低下するが、依然として高い水準を維持
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経営戦略経営戦略

％ 19/3末 20/3末 増減
基本的項目(TierⅠ) 759 761 2
補完的項目(TierⅡ) 372 317 ▲ 54
自己資本額 1,120 1,067 ▲ 52
　資産(ｵﾝ･ﾊﾞﾗﾝｽ項目) 7,694 7,755 61
　ｵﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ項目 198 166 ▲ 32
　ｵﾍﾟﾘｽｸ(8%除算後) 708 703 ▲ 4
リスクアセット計 8,601 8,626 24
自己資本比率（％） 13.02 12.37 ▲ 0.65
（参考）TierⅠ比率（％） 8.82 8.82 0.00

自己資本比率内訳 （単位：億円／％）

19/3末 20/3末 増減
金利リスク量 193 188 ▲ 4
TierⅠ＋ＴierⅡ 1,131 1,079 ▲ 52
アウトライヤー比率 17.12% 17.50% 0.38%

アウトライヤー比率

※金利リスク量の算出方法は９９％タイル値

（単位：億円／％）



増配による株主還元を実施
自己株式の取得・消却による株主価値向上については、今後も機動的に対応

増配による株主還元を実施
自己株式の取得・消却による株主価値向上については、今後も機動的に対応

株主価値向上に向けた取り組み
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（単位：百万円）

１４年度 １５年度 １６年度 １８年度

６円一株当たり年間配当額 ５．５円５円

１７年度 １９年度

５円 ５円 ６円

配当金額の推移 創立60周年記念配当 期末配当を３円に増配
中間・期末配当ともに

３円配当

当 期

純利益(A)

配当金

総額(B)

配当性向
（※）

自己株式

取得額(C)

株主還元率

((B+C)/A) 

自己株式
消却金額

１４年度 ▲14,372 933 - 734 -

48.8%

56.5%

33.4%

75.6%

83.1%

-

56.3%

-

１５年度 4,104 1,103 27.1% 903 1,273

１６年度 2,514 913 36.8% 509 428

１７年度 4,160 907 22.0% 484 884

１８年度 4,743 978 20.8% 2,608 2,397

１９年度 1,267 1,054 83.2% 0 0

累 計 2,416 5,888 - 5,241 4,983

平均
(14年度除く)

3,357 991 37.9% 901 996

株主還元の推移

関連会社保有

株式の取得

19億円

※配当性向＝１株当り年間配当額／1株当り当期純利益、平均値は単純平均ベース



本日は、弊行会社説明会にご出席いただきまして
ありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記まで
お願いいたします。

《お問合わせ先》

青森銀行 総合企画部広報室
ＩＲ担当 竹内、長尾

Ｔ Ｅ Ｌ ： 017-734-8506
Ｆ Ａ Ｘ ： 017-777-1006
E-MAIL： kouhou@a-bank.co.jp
Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.a-bank.jp/

《お問合わせ先》

青森銀行 総合企画部広報室
ＩＲ担当 竹内、長尾

Ｔ Ｅ Ｌ ： 017-734-8506
Ｆ Ａ Ｘ ： 017-777-1006
E-MAIL： kouhou@a-bank.co.jp
Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.a-bank.jp/


